
○長期的視点に立った、国立大学法人等全体の
計画的かつ重点的な施設整備計画の策定

○アカデミックプラン等を踏まえたキャンパス
マスタープランやその実行計画の充実

○医療制度改革等を踏まえた変化に対応する
病院施設整備の推進

○経営者層による大学経営の一環としての戦
略的な施設マネジメントの推進

○国立大学法人の自主性・自律性の観点から
多様な財源を活用した施設整備の推進

○国立大学法人等施設としての一定水準以上
の質の確保

○地球環境に配慮した省エネルギー対策等の
推進

文部科学省における国立大学法人等施設整備に係る取組について文部科学省における国立大学法人等施設整備に係る取組について

施設整備の課題 近年公表した計画、指針等

○第３次国立大学法人等施設整備５か年計画
（平成23年6月文部科学大臣決定）

○「国立大学等キャンパス計画指針」
（平成25年9月）【別添１参照】
※キャンパスづくりの基本的な考え方、留意事項を提示

○「戦略的なキャンパスマスタープランづくりの
手引き」（平成22年3月、平成25年5月）

○附属病院の施設整備に関する検討会・報告書
（平成26年3月）【別添２参照】
※今後の国立大学附属病院施設整備において留意すべき
事項等を提示

○国立大学法人等施設整備の成果・効果事例集2013 

○国立大学法人等の施設マネジメントの成果・効果
事例集2012

など

○国立大学等施設の設計に関する検討会報告書
（平成26年3月）【別添４参照】
※設計する際の基本的考え方や留意事項等を提示

○工事等に関する技術的基準（建築・電気・機械
工事標準仕様書（特記基準）（平成25年版）、
土木工事標準仕様書（平成26年版）、文教施設
保全業務標準仕様書（平成25年版）他）

○大学等における省エネルギー対策の手引き
（平成22年3月 他）【別添５参照】

○多様な財源を活用した国立大学法人等施設整
備の手引き（平成23年3月）

○国立大学等施設の総合的なマネジメントに関
する検討会・報告書（平成26年度末予定）
【別添３参照】
※施設マネジメントの基本的な考え方や具体的な実施
手法、先進的な取組事例等を提示

資料３
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区 分 交付等の主体 財 源 対 象 概 要

施設整備費
補 助 事 業

国
一般会計予算

施設整備

大型設備

不動産購入

災害復旧

附帯事務

•国立大学法人の施設整備の基本的財源

•国が定額を補助

施 設 費
交 付 事 業

国立大学
財務・経営
センター

土地処分収入

•国立大学法人が土地を処分して得られ
た収入の一部を国立大学財務・経営セ
ンターに納付、全大学の施設整備（営
繕事業含む）財源として活用

•国立大学法人全体の均衡の取れた施設
整備を実施

施 設 費
貸 付 事 業

長期借入金
病院の施設整備

病院設備 等

•病院再開発等、多額の費用を要する事
業を安定的に進めるため実施

•国立大学財務・経営センターが一括調
達し、各大学に必要額を貸付、各大学
は病院収入等で返済

自己収入等
による整備

（各大学）
産業界・地方公
共団体との連携
寄付 等

施設整備全般
•寄付その他の自己収入を活用し、各大
学の自主的な判断により実施

※平成24年度予算にお
いては復興特別会計
を含む。

施設整備費補助金

国立大学財務・経営センター

施設費交付金

国立大学財務・経営センター

施設費貸付金

自 己 収 入 等

国立大学法人等

[対象]
附属病院の再開発等

[財源]
財政融資資金等を一括
して調達

（対象）
・一般施設：10割補助
・病院施設：１割補助
（※施設費貸付金：９割）

（事業選定）
・有識者よりなる検討会
で評価を実施。

・必要性・緊急性の高い
事業から優先的に選定。

文部科学省

[対象]
小規模な施設整備等の
営繕事業

[財源]
各法人の土地処分収入
の一部

（独）国立大学財務

・経営センター

国立大学法人等施設整備の仕組み国立大学法人等施設整備の仕組み

※施設の維持管理（修繕、点検保守、運転監視）及び業務委託等に係る経費については、運営費交付金のうち教育等施設基盤経費相
当額として保有面積等に応じた配分を行っている。
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※１ 平成16年度補正予算額は、新潟県中越地震等における災害復旧費（89億円）を含む。
※２ 平成22年度補正予算額は、経済危機対応・地域活性化予備費使用額（41億円）を含む。
※３ 平成23年度補正予算額は、東日本大震災における災害復旧費（375億円）を含む。
※４ 平成24年度補正予算額は、2度の経済危機対応・地域活性化予備費使用額（467億円）及び補正予算額（1,412億円）の合計。
※５ 四捨五入のため合計は一致しない。

国立大学法人等施設整備予算額の推移国立大学法人等施設整備予算額の推移
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国立大学等キャンパス計画指針 （概要）国立大学等キャンパス計画指針 （概要）
「国立大学等のキャンパス整備の在り方に関する検討会（主査：古山正雄京都工芸繊維大学長）」の報告書を基に文部科学省が策定

別添１



今後の国立大学附属病院施設整備に関する検討会・報告書（概要）今後の国立大学附属病院施設整備に関する検討会・報告書（概要）
「今後の国立大学附属病院施設整備に関する検討会（主査：長澤泰工学院大学副学長）」

別添２
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今後の国立大学附属病院施設整備に関する検討会・報告書（概要）今後の国立大学附属病院施設整備に関する検討会・報告書（概要）
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国立大学等施設の総合的なマネジメントに関する検討会報告書骨子（案）国立大学等施設の総合的なマネジメントに関する検討会報告書骨子（案）
「国立大学等施設の総合的なマネジメントに関する検討会（主査：佛淵孝夫佐賀大学長）」

別添３
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国立大学等施設の設計に関する検討会報告書（概要）国立大学等施設の設計に関する検討会報告書（概要）
「国立大学等施設の設計に関する検討会（主査：香山壽夫東京大学名誉教授）」

別添４



国立大学等施設の設計に関する検討会報告書（概要）国立大学等施設の設計に関する検討会報告書（概要）

 9 



○大学等における省エネルギー対策の手引き－経営層、実務管理者に向けて－
（平成２２年３月）
大学等における省エネルギー対策に関する検討会」（議長 高村淑彦 東京電機大学工学部機械工学科教授）

・大学や経営層、実務管理者に求められる省エネルギー対策の基本的な考え方や
推進方策を解説するとともに、省エネルギーに関連する規制等について解説した
手引き

○大学等における省エネルギー対策事例集 （平成２２年３月）
大学等における省エネルギー対策に関する検討会」（議長 高村淑彦 東京電機大学工学部機械工学科教授）

・国立、公立及び私立大学で実践してきたいますぐ出来る対策事例から組織的な省
エネ対策まで幅広く紹介した事例集

○大学等における省エネルギー対策の手引き－実効性ある省エネルギー中長期計画
の策定に向けて－（平成２２年６月）
大学等における省エネルギー対策に関する検討会 大学等の省エネルギー中長期計画策定・実証ワーキンググ

ループ（議長 伊香賀俊治 慶應義塾大学理工学部システムデザイン工学科教授）

・施設・設備の更新等による実効性のある省エネルギー中長期計画の策定の手順
等について解説した手引き

○大学等における省エネルギー対策の手引き－実効性ある省エネルギー中長期計画
の策定に向けて－【病院施設編】 （平成２３年６月）
大学等における省エネルギー対策に関する検討会」（議長 高村淑彦 東京電機大学工学部機械工学科教授）

・大学施設の中でエネルギー使用量が多い傾向があり、施設の使用に特徴のある
病院施設の省エネルギー中長期計画策定時の留意点等を解説した手引き

○大学等における省エネルギー対策事例集 業務用機器（実験装置）編（平成２４年３月）
大学等における省エネルギー対策に関する検討会」（議長 高村淑彦 東京電機大学工学部機械工学科教授）

・業務用機器（実験装置）等について、省エネルギー対策の必要性やエネルギーの
合理化の可能性等を解説するとともに、大学における対策事例を紹介した事例集

大学等における省エネルギー対策の手引き大学等における省エネルギー対策の手引き

別添５
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